
〒532-8512 大阪市淀川区田川二丁目1番11号
 TEL（06）6301-1212（代表）

株 主 メ モ

事　業　年　度 毎年4月1日から翌年3月31日まで
定 時 株 主 総 会 毎年6月開催
基　　準　　日 定時株主総会　　毎年3月31日

期末配当金　　　毎年3月31日
中間配当金　　　毎年9月30日
その他必要があるときは、あらかじめ公告して定めた日

株主名簿管理人及び
特別口座の口座管理機関

三井住友信託銀行株式会社

株主名簿管理人
事 務 取 扱 場 所

大阪市中央区北浜四丁目5番33号
三井住友信託銀行株式会社　証券代行部

【郵便物送付先】
〒168-0063 
東京都杉並区和泉二丁目8番4号
三井住友信託銀行株式会社　証券代行部

【電話照会先】 フリーダイヤル 0120-782-031
受付時間 9:00～17:00
　　　　（土･日･祝日および12/31～1/3を除く）

【インターネット ホームページURL】
https://www.smtb.jp/personal/
procedure/agency

単 元 株 式 数 100 株
公　告　方　法 当社のホームページに掲載いたします。

https://www.daihen.co.jp/gaiyou/
koukoku.htm

上 場 取 引 所 東京、福岡の各証券取引所
証 券 コ ー ド 6622

■  株式に関する住所変更等のお届出及びご照会について
証券会社に口座を開設されている株主様はお取引の証券会社に、証券
会社に口座を開設されていない株主様は上記の電話照会先にご連絡く
ださい。
■  特別口座について
株券電子化前に「ほふり」（株式会社証券保管振替機構）を利用されてい
なかった株主様には、株主名簿管理人である上記の三井住友信託銀行
株式会社に口座（特別口座といいます。）を開設しております。特別口座
についてのご照会及び住所変更等のお届けは、上記の電話照会先にお
願いいたします。

● 所有者別状況

発行可能株式総数�������������������������������������������  108,000,000株
発行済株式の総数���������������������������������������������  24,903,291株
株主数����������������������������������������������������������������������  10,960名	

● 株式の状況

その他の法人
4,446千株
17.9%

個人・その他
5,536千株
22.2%

外国法人等
6,943千株
27.9%

証券会社
807千株
3.2%

金融機関
7,169千株
28.8%24,903

千株

● 大株主  （上位10名）

株 主 名 所有株式数
（千株）

持株比率
（％）

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 3,040 12.82

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 1,769 7.46

関西電力株式会社 1,460 6.16

ダイヘン取引先持株会 581 2.45

株式会社三井住友銀行 542 2.29

GOVERNMENT OF NORWAY 519 2.19

ダイヘングループ社員持株会 409 1.73

岩谷産業株式会社 349 1.47

三井住友信託銀行株式会社 328 1.39

モルガン・スタンレーＭＵＦＧ証券株式会社 303 1.28

（注）当社は1,184千株の自己株式を保有しておりますが、持株比率は当該自己
株式を控除して計算しております。なお、持株比率の算出に用いる自己株式
には、社員向け株式交付信託として信託口が保有する当社株式112千株を
含めておりません。

IRカレンダー

6月 6月7月 8月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月9月
2026年 2027年

8月4日（火）
第1四半期
決算発表

12月上旬
第2四半期
決算説明会

11月5日（木）
第2四半期
決算発表

2月上旬
第3四半期
決算発表

6月24日（水）
第162期
定時株主総会 決算説明会

6月上旬
期末決算発表
5月上旬

https://www.youtube.com/c/daihenjpn●IRページ 
　https://www.
　daihen.co.jp/ir/

株式会社ダイヘンYouTubeアカウント
ダイヘンの新製品・新技術などをご紹介しています。

ホームページ案内
IR・決算情報はホームページで公開しています。

●トップページ
　https://www.
　daihen.co.jp

株主のみなさまへ

証券コード：6622

ダイヘングループ

報 告 書
2025年4月1日から2026年3月31日まで

第162期
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Welbee The Short Arc
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　再生可能エネルギーの活用や電力系統管理の高度化に貢献する電力機器、工場全体の淀みない自動化を実現する産業用ロ
ボット、モノづくりの技術革新に必要な新プロセスを提供する溶接・接合機器やプラズマ発生用電源等、当社の製品は今日も社会
のいたるところで使用され、人々の暮らしを支えています。
　今後も社会課題の解決に資する製品創出を通じて、社会の持続的な発展に貢献していきます。

事業の経過及びその成果
　当連結会計年度のダイヘングループの業績は、電力インフラ及
び半導体関連企業の設備投資増加を背景に、受注高は2,713億
３千万円（前期比12.6％増）、売上高は2,377億３千５百万円（前
期比5.0％増）となりました。利益面におきましては、売上高の増加
やコスト削減の成果により、営業利益は187億７千８百万円（前期
比16.1％増）、経常利益は201億円（前期比17.0％増）、親会社株
主に帰属する当期純利益は141億８百万円（前期比18.0％増）と
なりました。

設備投資の状況
　当連結会計年度の設備投資につきましては、産業用変圧器
の生産能力拡大のための工場建設、生産自動化関連投資、及
び耐震補強工事などに133億９千８百万円実施いたしました。

資金調達の状況
　当連結会計年度の資金調達につきましては、経常的な運転資
金を金融機関からの短期及び長期借入金にて調達しておりま

すが、特筆すべき重要な事項はございません。

対処すべき課題
　今後の見通しにつきましては、中東情勢の影響による原材料
価格の高騰リスクなど先行きの不透明感はありますが、生成ＡＩの
普及やデータセンター関連需要の増加を背景とした半導体関連
投資の持続的な拡大、再生可能エネルギー導入の進展に伴う蓄
電池システムなどの需要増加に加え、労働力不足を背景とした
生産現場の省人化・自動化ニーズが底堅く推移することが見込ま
れます。
　このような事業環境の下、生産自動化や生成ＡＩの活用による
生産·間接業務の効率化などのコスト削減策を強化し、社会課題
の解決に資する開発投資に重点的に振り向けることで、各事業の
強化、業績の向上に努めてまいる所存であります。

　株主の皆様におかれましては、より一層のご理解・ご支援を賜り
ますようよろしくお願い申し上げます。

2026年6月

　スマートコミュニティー・再生可能エネ
ルギー・蓄電池など、多様化する分散化
電源を制御・管理するシステムや機器を
開発・提供するとともに、電力系統管理
の高度化や電気自動車など、電力の新
たな用途に資する技術を開発します。

　溶接ロボット･クリーン搬送ロボットで培っ
た精度が高く機敏な動作特性を活かした当社
独自のロボットを開発するとともに、当社が保
有する独自技術を活用した各種センサや監視
制御ソフト･周辺機器を組み合わせたフレキシ
ブルで導入しやすいシステムを提供すること
で、工場全体の淀みない自動化を実現します。

　プラズマ・レーザ・超音波・摩擦熱等
のエネルギー源を高精度で制御するこ
とにより、金属・半導体・絶縁材料・樹脂
材料等の精密な接合・切断・成膜・表面
処理・造形など、モノづくりの技術革新
に必要な新プロセスを提供します。

［ 営 業 概 況 ］ ［ 営 業 概 況 ］ ［ 営 業 概 況 ］
　国内の工場受変電設備の更新投資が堅
調に推移したことに加え、再生可能エネル
ギーの導入進展に伴う電力需給調整市場
の拡大を背景に蓄電池システムの需要が増
加したことにより、売上高は1,282億２千万
円（前期比6.1％増）、営業利益は141億６千
５百万円（前期比23.4％増）となりました。

　国内及び欧州の自動車関連投資の先送
りが続きましたが、米国や中国などでの新
規顧客開拓の成果により、売上高は329億
３千３百万円（前期比0.5％増）となりまし
た。営業利益は収益性の高い案件の減少
などにより、19億７千１百万円（前期比
13.4％減）となりました。

　生成ＡＩの普及に伴うデータセンター向け
高機能半導体デバイスの需要増加を背景
に先端半導体関連投資が高水準で推移し
たため、売上高は764億２千６百万円（前期
比5.2％増）、営業利益は74億２千２百万円

（前期比6.3％増）となりました。

系統用蓄電池システム

エネルギーマネジメント ファクトリーオートメーション マテリアルプロセシング

高周波電源自律搬送台車「AiTran500」

協働ロボット 半導体先端パッケージ向け
ロボット

その他

売上高は２億円、営業利益は１千２百万円で、前期からの大きな変動はありません。

売上構成比売上構成比 売上構成比

32.1％13.9％53.9％
売上構成比売上構成比 売上構成比

32.1％13.9％53.9％
売上構成比売上構成比 売上構成比

32.1％13.9％53.9％

EV用
普通・急速充電器

独創的な製品で
社会課題の解決に貢献する

「研究開発型企業」を
目指してまいります。

株主の皆様には、平素より格別のご高配を賜り厚く御礼申し上
げます。
ここに、ダイヘングループ第162期の報告書をお届けいたします。

蓑 毛  正 一 郎代表取締役社長

21 DAIHEN Corporation DAIHEN Corporation

セグメント別の状況 Segments Information株主のみなさまへ



  国内初  消防認定「防災用蓄電池パッケージ」が■ 「ジャパン・レジリエンス・アワード2026 内閣総理大臣賞」を受賞
　当社の「防災用蓄電池パッケージ」（以下、本製品）が、一般社団法人レジリエンスジャパン
推進協議会主催のジャパン･レジリエンス･アワード2026において「内閣総理大臣賞」を受
賞しました。本賞は、災害やリスクに強い次世代のレジリエンス社会構築を目指し、強靭な国
づくり･地域づくり･人づくり･産業づくりに取り組む先進的な企業･団体を評価、表彰する制
度です。
　本製品は、国内初の消防認定を取得したリチウムイオン電池採用の非常用電源（2025年
12月より受注開始）であり、災害時には病院をはじめとする重要施設において人命を守る消
防設備や避難設備の動力源として機能する一方、平常時には電力需給の調整を担い電力系
統の安定化や再生可能エネルギーの普及拡大に貢献します。今回の審査では、これらの特
長が災害に強い社会の実現に大きく寄与するものと高く評価され、受賞に至りました。
　当社は今回の受賞を機に、今後も国土強靭化や脱炭素化といった社会課題の解決に資
する製品開発に一層努めてまいります。

■ FOPLP向けパネル搬送ロボットを市場投入
　FPD（大形液晶基板）搬送ロボットとウエハ搬送ロボットの開発で培ったノウハウを活かし、圧倒的
な低振動性と世界最大の可搬質量を両立する先進後工程向けパネル搬送ロボットを開発しました。
　先進後工程とは半導体製造における工程の一つで、従来の「後工程」（ウエハをダイシングして個
別チップをそれぞれ実装・配線する手法）とは異なり、パネルレベルで配線を行った後にダイシング
しチップ化する製造方式を指します。現在、AIサーバーやデータセンター向けデバイスの需要拡大
に伴い、この方式への移行が急速に進んでいます。先進後工程ではダイシング後の小チップ群をウ
エハよりも大きい角形パネルの上に並べて一括搬送するため、搬送ロボットにはより高い低振動性
と可搬能力が求められます。当社はこれらニーズに応える本製品の販売により、今後も半導体技術
と先進後工程のスループット(生産性)の向上に貢献いたします。

■ フィジカルＡＩロボットの開発･市場投入を推進
　当社は、FAロボット事業においてフィジカルAIを活用したロボットの開発及び市場投入を推進し、これまで自動化が困
難とされてきた中小企業の多品種少量生産分野の市場を開拓し、事業領域の更なる拡大を目指します。
　フィジカルAIにより教示レス・技能レスを実現する「アーク溶接ロボットシステム」は、今年度中の市場投入を予定いたし
ます。また、一台で複数の役割を担う協働ロボットを搬送ロボットに搭載した「移動ロボット」も、AI搭載により利便性を高め
ます。深刻な人手不足に悩む製造･物流業界に当社ならではの差別化提案を行ってまいります。

「エネルギーマネジメント」分野の取り組み01

02

TOPICS

TOPICS

「マテリアルプロセシング」分野の取り組み03TOPICS

■ 大形変圧器の生産能力を２倍に増強
　電力会社の設備更新及び再生可能エネルギーの拡大やデータセ
ンター・半導体工場の建設増加に伴う変電所機器の需要の高まりを
受け、三重事業所構内に新工場を建設し、大形変圧器の生産能力を
大幅に増強いたします。

2026年度 ： 従来比1.2倍(設備·人員増強) 
2027年度 ： 従来比1.5倍(第1期新工場完成) 
2029年度 ： 従来比2.0倍(第2期新工場完成)

■ 溶接機「Welbee The Short Arc 500」を市場投入
　建築鉄骨･造船などの生産現場に最適な厚板向け溶接機

「Welbee The Short Arc 500」（以下、本製品）を市場投入い
たしました。
　建築鉄骨･造船業界の生産現場では、慢性的な労働力不足や
熟練工の高齢化に伴う後継者･技能継承問題など数多くの課題
が深刻化しており、「誰でも簡単に高品質･高効率な溶接ができ
る厚板向け溶接機」へのニーズが高まっています。
　この厚板向け溶接機の市場では、使用環境や用途毎に様々な
機種が存在します。例えば、工場内での自動化設備連携に伴う連
続稼働能力を有する機種、溶接不良の補修用途に適した機種、屋
外現場での防塵･防滴性や移動時の可搬性に長けた機種、高所
作業時のケーブル延長が可能な機種など、使用環境や用途毎に様々な溶接機を使い分ける必要がありました。
　そこで当社は、従来25機種あった厚板向け溶接機を2機種に絞り、すべての溶接現場に欠かせない要素を集約した

「溶接機の決定版」として本製品を開発しました。溶接品質の脱技能化、省エネ性能による環境負荷低減等に加え、これ
まで複数機種をご購入いただいていたお客様の投資抑制にも寄与いたします。

■ 国内初  次世代金属積層造形「WAAM」事業に参入
　金属ワイヤをアーク溶接で積層造形する金属3Dプリンティング技術「WAAM」

（ワイヤ･アーク･アディティブ･マニュファクチャリング）による新事業を開始しました。
　昨今の製造現場では、サプライチェーンの複雑化や労働力不足などの課題に直
面しており、更なる生産性向上の観点から、金型が不要で材料ロスが少なく設計自
由度が高い金属3Dプリンティング技術の活用が注目されています。現在普及して
いるPBF（パウダー・ベッド・フュージョン）方式は、装置や材料のコストが高いことに
加え、造形サイズに制約があるため大型構造物への適用が困難です。
　そこで当社は、長年培った溶接技術とロボット制御技術を融合した国内初の金属
積層造形システム「ArcBuilder 3D」を開発し、WAAM事業へ参入いたします。本

製品は船舶・エネルギー・建設機械から航空・宇宙産業に至る様々な大型構造物への適用が可能です。また、主要機器を
自社開発·国内製造することで信頼性の向上と迅速なサポート体制の確立を実現するとともに、溶接に関する高度な知見
と技術を活かした当社ならではの「受託造形サービス」を併せて提供することで、金属積層造形の普及を加速いたします。
　当社は、本事業において日本国内市場の開拓を着実に推進した上で、来年度以降は国内を上回る規模の欧米市場へ
の参入を図り、2030年に売上高100億円の達成を目指します。

■ 半導体関連製品の需要が拡大
　生成AIの普及を背景に高機能半導体デバイス
需 要の拡 大が 続いており、AI用 途 向け先 端ロ
ジック及びメモリ関連の設備投資増加が見込ま
れます。
　当社の2026年度半導体製造装置向け高周波
電源システム売上高は、前期比1.5倍となる見通
しです。

金属積層造形システム「ArcBuilder 3D」
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0

（億円）
高周波電源システム売上高の推移高周波電源システム売上高の推移

2026年度
見通し

2025年度2024年度2023年度2022年度2021年度2020年度

401
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310
423 457

700

310

「Welbee The Short Arc 500」

「Welbee The Short Arc 500 -Field Edition-」

パネル搬送ロボット
「SPR-AD020BPNシリーズ」

「ファクトリーオートメーション」分野の取り組み

授賞式の様子
(左)尾﨑 正直　内閣官房副長官
(中央) 蓑毛 正一郎　代表取締役社長
(右)服部 将之　執行役員 EMS事業部長

非常用電源向け「防災用蓄電池パッケージ」

増強計画
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Column

負債合計
136,949

純資産合計
153,285

負債・純資産
合計

290,234

当期
（2025年4月1日から2026年3月31日まで）

（百万円）連結損益計算書の概要

売上
総利益

販売費及び
一般管理費

18,778

営業
利益

16,174

営業
利益 1,322

営業外
損益

1,643

特別
損益

20,100

経常
利益

17,182

経常
利益 21,743

税金等調整前
当期純利益

14,108

親会社株主に
帰属する
当期純利益

11,961

親会社株主に
帰属する
当期純利益

法人税等

1,537

非支配株主に
帰属する
当期純利益

6,096
237,735

売上高

169,218

売上原価

68,517
49,738

売上高

226,375

連結貸借対照表の概要 （百万円）

［負債及び純資産の部］［資産の部］

流動負債
86,891
固定負債
50,057

株主資本
117,540

その他の包括利益累計額
20,831

非支配株主持分
14,913

流動負債
101,828
固定負債
47,599

株主資本
124,286
その他の包括利益累計額
29,743
非支配株主持分
16,716

負債合計
149,428

純資産合計
170,746

負債・純資産
合計

320,175

当期末
（2026年3月31日）

前期末
（2025年3月31日）

資産合計
320,175資産合計

290,234

流動資産
209,829

有形固定資産
60,192
無形固定資産
5,282
投資その他の資産
44,870

流動資産
193,568

有形固定資産
53,021

無形固定資産
5,067

投資その他の資産
38,577

当期末
（2026年3月31日）

前期末
（2025年3月31日）

前期
（2024年4月1日から2025年3月31日まで）

⃝ 会社概要 ⃝ 役　　員
代 表 取 締 役 会 長 田 尻 　 哲 也
代 表 取 締 役 社 長 蓑 毛 正 一 郎
取 締 役 副社長執行役員 加 茂 　 和 夫
取 締 役 専 務 執 行 役 員 木 村 　 治 久
取 締 役 専 務 執 行 役 員 金 子 健 太 郎
取 締 役 常 務 執 行 役 員 栗 山 　 忠 士
取 締 役 馬 越 恵 美 子
取 締 役 藤 原 　 康 文
取 締 役 川 﨑 　 清 隆
常 勤 監 査 役 森 本 　 慶 樹
常 勤 監 査 役 東 海 　 一 郎
監 査 役 吉 田 　 正 史
監 査 役 䕃 山 　 秀 一

（2026年6月24日現在）

商 号 株式会社ダイヘン
（英文名）DAIHEN Corporation

設 立 大正8年（1919年）12月1日

資 本 金 10,596百万円

従 業 員 数 4,542名（連結）

本 社 所 在 地 ＜本社＞
〒532-8512　大阪市淀川区田川二丁目1番11号
TEL（06）6301-1212（代表）
＜東京本社＞
〒100-0004　東京都千代田区大手町一丁目9番5号
大手町フィナンシャルシティ ノースタワー22階
TEL（03）6281- 6786（代表）

事業所・工場 十三事業所（大阪市淀川区）、六甲事業所（神戸市東灘
区）、三重事業所（三重県多気町）、兼平工場（大阪市福
島区）、千歳工場（北海道千歳市）

支 社 北海道支社、東北支社、中部支社、中国支社、九州支社

　TCFD※1提言に賛同し、気候変動・環境問題への対応を強化していくとともに、気候変動のリスク・機会等、TCFDが提言す
る情報開示フレームワークに沿った開示充実に努めてまいります。
※1  TCFD(Task Force on Climate-related Financial Disclosures) ： 金融安定理事会(FSB)により設置された気候関連財務情報開示タスクフォース。

TCFD提言への対応

　TCFDに係るガバナンス・リスク管理体制
　気候変動への対応は重要な課題との認識のもとESG室
を設置して、リスク・機会や事業戦略等を踏まえた全社計
画ならびに財務影響の分析を進めています。

CO2削減貢献量の拡大
　当社製品のうち、「再生可能エネルギーの活用拡大」「エネルギーマネジメントシステム

（EMS）」「EVの普及」に関連する製品について、再生可能エネルギーの創出量及び化石
燃料の削減量をCO2換算したものを「CO2削減貢献量」と定義し、目標値の設定及び実
績値の算定を行い、削減貢献量の拡大に取り組んでいます。システム・パッケージの一部
に当社製品が組み込まれている場合には、製品全体の価格に占める当社製品価格の割
合を全体の年間CO2削減量に掛けて算出します。

今後の対応
　気候変動によるリスク、機会の再検討及び将来の社会像の想定等から、当社にとって
影響が大きい項目について財務影響の試算を含めた分析を進めることに加え、気候変動
リスクから対象を広げ自然資本への影響分析等にも取り組んでまいります。

　このほか、ダイヘンの価値創造プ
ロセスや社会課題解決に資する開発
の取り組みなど、ダイヘングループの
ESG・サステナビリティに関する情報
は、当社ウェブサイト「サステナビリ
ティ」ページやダイヘンレポートにて
公開しています。
　社会のサステナビリティへの貢献
に向けた当社グループの様々な取り
組みをぜひご覧ください。

https://www.
daihen.co.jp/
sustainability/

　指標と目標

気候関連リスク管理体制

ダイヘングループ
環境委員会

事業部・関係会社

ＥＳＧ室

取締役会

経営会議
機　会
リスク CO2排出量管理

気候関連の主なリスク／機会と対応の方向性
リスク・機会の種類 顕在化時期※3 影響度 主な取り組み

【2°Cシナリオ】

移
行
リ
ス
ク

政策・
法規制

⃝規制による化石燃料の供給減少、グリーン電力等への需要集中・素
材需要の偏りなど需給バランス悪化に伴う調達コスト増加や調達困
難化、生産の停滞

⃝炭素税や排出権取引の導入による燃料・資材の調達コストの増加
⃝規制強化に伴う製品の設計変更や生産設備対応などのコスト増加

短期～長期 中

⃝環境配慮に関する研究開発の強化
⃝環境配慮設計の推進
⃝サプライチェーンの強化・代替部品への切替
⃝再生可能エネルギーによる自家消費発電設備の導入

検討
⃝環境計画により目標を設定し、目標に従いCO2排出

量、電力消費量を削減

技術 ⃝環境配慮技術に対する研究開発コストの増加
⃝環境配慮製品の開発遅れによる販売減少 中期～長期 大 ⃝大学などの研究機関、他企業などとの共同研究、連携

による開発強化、開発効率向上
⃝サーキュラーエコノミー※4ビジネスの推進
⃝環境情報開示の充実市場 ⃝イノベーションによる当社製品の市場縮小、喪失

⃝対応の遅れによる顧客からの信頼低下、資金調達コストの増加 中期～長期 中

機
会

製品・
サービス

⃝環境配慮技術の開発先行による事業機会拡大
⃝環境配慮製品の需要拡大
⃝レジリエンス目的の設備投資需要拡大

短期～長期 大
⃝脱炭素社会の実現に貢献する製品・システムの開発
　(系統用・自家消費用蓄電池システム、EV充電インフ

ラ、EV軽量化対応接合機器等)
【4°Cシナリオ】
物
理
リ
ス
ク

急性 ⃝激甚化する気象災害による操業停止・災害復旧コストの増加、サプラ
イチェーンの不安定化 短期～長期 大 ⃝BCPの整備、サプライチェーンの強化、部品調達リスク

対策の強化(設計変更を含む複数購買)

慢性 ⃝疾病の蔓延、社員の健康被害
⃝海面上昇による拠点の浸水リスクへの対策コストの増加 中期～長期 小 ⃝生産設備等の自動化・省人化・省エネルギー化

⃝最適地生産の検討
※2  2℃シナリオ ： 気候変動を抑止するために規制が強化されるが、世界の平均気温の上昇幅が2℃未満に抑えられるシナリオ。
　　 4℃シナリオ ： 気候変動への対策が進まず世界の平均気温が4℃程度上昇し、異常気象の発生が増加するシナリオ。
※3  顕在化時期 ： 短期で2020年代後半、中期で2030年代、長期で2050年前後を想定。
※4  サーキュラーエコノミー：3Rに加えて、さらに廃棄物を生み出さない設計、シェアリングサービス等により付加価値を生み出す経済活動。

　戦略
　気候変動によるリスク・機会とその対応方針について国際エネルギー機関（IEA）と気候変動に関する政府間パネル

（IPCC）が示す「2℃シナリオ・4℃シナリオ※2」の二種類により影響を想定しています。その概要は下表「気候関連の主なリス
ク／機会と対応の方向性」の通りです。

CO2排出量(Scope1＋2)　　　　　： 2027年度  2013年度比 46％削減
CO2排出量(Scope3・カテゴリー11)： 2030年度  2020年度比 25％削減
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